
津市公告第４６号 

 次のとおり津市白銀環境清掃センター跡地メガソーラー発電事業企画提案

募集に係るプロポーザルを実施しますので、公 告 し ま す 。  

  平成２８年４月１日 

 

                  津市長 前  葉  泰  幸    

 

１ 目的 

津市では、津市総合計画後期基本計画、津市環境基本計画及び津市地域新エネ

ルギービジョンに基づき、新エネルギーの利用促進を図っています。 

本市としましては、地球温暖化対策推進の一環として、また、新エネルギーの

利用促進、更には遊休市有地の有効活用を図るため、津市白銀環境清掃センタ

ー（一般廃棄物埋立処分場）跡地の一部をメガソーラー発電事業用地として貸

付けることとしました。 

つきましては、当該用地でのメガソーラー発電事業に係る企画提案（発電設備

の設置撤去、発電事業の運営及び維持管理等に関すること）を募集します。 

なお、採択された事業者には、発電事業による地域貢献事業についても実施し

ていただきます。 

 

２ 募集概要 

⑴ 件名 

津市白銀環境清掃センター跡地メガソーラー発電事業企画提案募集 

⑵ 内容 

津市白銀環境清掃センター跡地の一部をメガソーラー発電事業用地とし

て事業者に貸付け、その事業者が発電事業並びに発電事業による地域貢献

事業を実施することとするため、発電設備等の設置撤去、発電事業の運営

及び維持管理並びに地域貢献事業に関する企画提案を募集します。 

⑶ 事業の場所等 

ア 場所 

津市白銀環境清掃センター跡地の一部（津市片田田中町 1382 番地 2 ほ

か、別添 1-1 のとおり）の約 40,000 ㎡（別添 1-2 のとおり） 

  イ 事業期間 

発電設備等の設置（準備も含む）、発電事業の運営（固定価格買取制度



による調達期間20年間）及び発電設備等の撤去完了までの期間とします。 

ウ 事業規模 

１ＭＷ以上２ＭＷ未満の出力規模とします。 

なお、本市が事前に中部電力株式会社に対し、２ＭＷ未満の出力規模の

連系制限の有無を確認した結果、平成２８年２月１２日時点では「連系

制限なし」との回答を得ました。 

しかし、今後、状況の変化等があった場合は、連系の可否も含め回答内

容が変更される可能性があることから、系統連系が確約されたものでは

ありません。 

⑷ 貸付期間 

貸付期間は、事業期間と同じとします。 

⑸ 貸付料 

当該事業用地として有償で貸付けます。ただし、その金額については、津

市財産に関する条例に基づき算出した年額 78 円／㎡以上の金額とし、事業

者からの提案により決定します。なお、1 年未満の事業期間については日割

り計算した金額とします。 

また、貸付料の納付は毎年度ごととし、初年度については、土地賃貸借契

約締結後速やかに納付することとし、翌年度以降は、年度内に本市が発行

する納入通知書により遅滞なく納付すること。 

 

３ 発電事業実施に係る諸条件 

⑴ 事業用地に関すること 

ア 本用地は、平成２８年３月末にて廃棄物の受入れを終了とするが、同

年６月末頃までは覆土の受入れ作業を行うため、貸付開始時点の土地状

況は覆土完了時予想図面（別添 1-3）のとおりとします。 

    なお、搬入される土量の増減により、予想図面に変更が生じる場合が 

あります。 

イ 本用地は、平成２７年１２月末時点において、高濃度のメタンガスや

硫化水素の噴出箇所が多く存在しており、状況次第では、その箇所が増加

することも考えられます。 

ウ 本用地は廃棄物埋立処分場であり、浸出水処理等による沈下の恐れが

あるが、本市は不等沈下への対応等、当該事業期間中の本用地の使用に関

する一切の責任を負いません。 



エ 津市白銀環境清掃センター跡地の外周には侵入防護柵を設置している

が、本用地へも第三者の侵入対策等の措置を講じること。 

⑵ 事業着手に関すること 

ア 当該事業に必要な関係法令に基づく申請等の諸手続きは、全て事業者

の負担と責任において行うこと。 

イ 当該事業の実施にあたり、本市から補助金等の交付はしません。 

ウ 本市へは、事前に着手日、関係法令申請状況、工事等の計画及びスケジ

ュールを報告すること。また、当該事業に関係する調査を実施する場合

は、本市と協議の上、着手すること。 

⑶ 工事に関すること 

ア 事業用地は、平成２７年１２月末時点において、高濃度のメタンガス

や硫化水素の噴出箇所が多く存在しており、状況次第では、その箇所が増

加することも考えられるため、工事を実施する際には十分注意するとと

もに対策を講じること。 

イ 工事は、原則、土曜日、日曜日及び祝日を除く平日に実施すること。 

ただし、これら土曜日、日曜日及び祝日に実施したい場合については、 

本市と協議の上、決定すること。 

ウ 工事用車両等の進入道路、駐車場、資材置き場等については、本市と協

議の上、決定することとし、事業者の負担において事業用地内に整備する

こと。 

エ 工事用水、工事用電源等は、事業者の負担において確保すること。 

オ 工事中の騒音、振動及び汚水等により周辺地域の生活環境に影響を及

ぼさないよう努めること。 

カ 事業用地は津市西部クリーンセンター（一般廃棄物焼却処分場）と隣

接しているため、廃棄物を搬入する一般車両や収集車両の通行を優先さ

せる等、交通事故防止に努めること。 

キ 当該事業に関係する調査及び工事については、可能な限り、市内の事

業者等への発注に努めること。 

ク 工事の進捗状況等を、適宜、本市に報告すること。 

ケ 太陽光発電設備等の施工方法については指定しないが、施工方法によ

っては廃棄物処理法や土壌汚染対策法に基づく各種届出等が必要になる

ため、それらの手続きを遺漏なく行うこと。ただし、既存のガスモニタリ

ング管を破損するような施工方法は認めません。 



また、ガスモニタリング管への接触や環境測定等に支障を生じさせる

ことのないようにするとともに、噴出したガスが滞留しないような措置

を講じること。 

コ 当該事業に関係する設備等からの雨水対策については、事業者の負担

において実施することとし、工法等を事前に本市と協議、決定の上、実施

すること。 

サ 最終処分場の廃止基準である覆土厚 50cm 以上を確保するため、当該事

業用地での掘削はできないことから、基礎工事に伴う杭基礎等廃棄物に

影響のある工事は行わないこと。万が一、工事中に廃棄物が露出した場合

は、直ちに本市に報告するとともに、関係法令等に基づき、事業者の負担

と責任において適切に処理すること。 

シ 既存施設等を破壊、破損した場合は、直ちに本市へ報告するとともに、

事業者の負担と責任において適切に処理すること。 

ス 工事中に事故が発生した場合は、直ちに本市へ報告することとし、そ

の報告によって得た情報は、事業者と協議の上、公表することがありま

す。 

⑷ 運営及び維持管理に関すること 

ア 当該事業にあたり、本市からの補助金等交付や市税減免等の優遇措置

はしないため、運営及び維持管理については、すべて事業者の負担と責任

において実施すること。従って、設置した施設等に賦課される公租公課

は、事業者にて負担すること。 

イ 事業期間中、電気事業法や廃棄物の処理及び清掃に関する法律等の関

係法令等を遵守すること。 

ウ 事業期間中、津市白銀環境清掃センター跡地の維持管理等を目的とし

た本市職員の立ち入りや環境教育・環境学習に伴うメガソーラーの見学

等に対して、特段の事情がない限り応じること。 

エ 環境教育・環境学習に寄与するため、発電電力量等を表示する装置及

びメガソーラーの説明表示板を設置すること。 

オ 除草作業や設備のメンテナンス等当該事業の運営及び維持管理に係る

全ての業務は、可能な限り市内の事業者等を活用すること。 

カ 当該事業の運営及び維持管理中、事故や障害等が発生した場合は、適

宜、本市へ報告することとし、その報告によって得た情報は、事業者と協

議の上、公表することがあります。 



キ 事業者は、発電電力量実績や事業収支等の状況を毎年度、本市へ報告 

 すること。 

ク 当該事業の実施中に起こった紛争等に関しては、本市は一切の責任を 

負わないため、事業者として責任ある立場で解決すること。 

ケ 採択された事業者が当該事業を継続できなくなった場合は、この事業

者から推薦され本市が適切と認めた事業者又は本市が別に適切と認めた

事業者に、同一条件を原則として権利及び義務を承継させることとしま

す。なお、適切と認められた事業者は、事前に本市と協議し、継承の可否

を書面（任意様式）にて本市に行うこととします。 

コ 当該事業の事業期間終了後の発電設備等は、原則として本市が指定す

る期日までに事業者の負担と責任によって撤去するとともに原状回復し

た上で本市に返還すること。ただし、本市と事業者が協議し、その結果に

よっては事業継続も可能とします。 

⑸ 地域貢献に関すること 

当該事業を通じて、地元への経済効果、環境教育や災害時等の地域貢献事

業を実施すること。 

⑹ その他 

前号までに掲げるもの以外に生じた事案や課題等については、別途、関係

者間で協議の上、対処することとします。 

 

４ 参加資格 

企画提案への参加を希望する者は、次に掲げる全ての要件を満たす事業者と

します。 

⑴ 過去にメガソーラー（１箇所での出力規模が１ＭＷ以上）発電事業の実

績があること。又は設置工事に着手、若しくは事業運営を開始しているこ

と。 

⑵ 当該事業を実施することができる総合的な企画力、技術力、資金力及び

経営能力を有する企業等であること。 

⑶ 企画提案への参加申込時点において、地方自治法施行令（昭和 22 年政令

第 16 号）第 167 条の 4 第 1 項の規定に該当しないこと。 

⑷ 企画提案への参加申込時点において、次の申立てがなされていないこと。 

ア 破産法第 18 条又は第 19 条の規定による破産手続開始の申立て 

イ 会社更生法第 17 条に基づく更生手続開始の申立て 



ウ 民事再生法第 21 条の規定による再生手続の申立て 

⑸ 企画提案への参加申込者は、国税（法人税、消費税及び地方消費税）及び

参加申込者所在地における市町村税が未納でないこと。 

⑹ 企画提案への参加申込時点において、津市建設工事等指名停止基準（平

成 21 年 4 月 8 日施行）による指名停止期間中でないこと。 

⑺ 企画提案への参加申込において、提出された書類の記載事項に虚偽がな 

いこと。 

 

５ スケジュール（予定） 

項  目 期  日 

企画提案募集要領等の公表 平成 28 年 4 月 1 日（金） 

現地説明会 

 
参加申込締切 平成 28 年 4 月 11 日（月） 

現地説明会開催 平成 28 年 4 月 15 日（金） 

質問書 

 提出締切 平成 28 年 4 月 22 日（金） 

企画提案への参加 

 

申込締切 平成 28 年 5 月 10 日（火） 

参加資格審査 平成 28 年 5 月 16 日（月） 

参加資格審査結果の通知 平成 28 年 5 月 31 日（火） 

企画提案書等 ※参加資格を有する事業者のみ 

 提出締切 平成 28 年 6 月 20 日（月） 

企画提案の審査 

 
プレゼンテーション・ヒアリング 平成 28 年 6 月 28 日（火） 

審査結果の公表 平成 28 年 6 月 30 日（木） 

協定及び土地賃貸借仮契約の締結 平成 28 年 7 月 

売電開始手続等 ※決定事業者と中部電力において 

 

事前相談申込～確認結果 平成 28 年 7 月 

接続検討申込～設備認定 平成 28 年 7 月～9 月 

電力販売申込～受給契約・連系 平成 28 年 10 月～平成 29 年 3 月 

土地賃貸借契約の締結 平成 29 年 4 月 

当該事業への着手 平成 29 年 4 月 



６ 現地説明会 

企画提案への参加を検討している事業者を対象に、次のとおり現地説明会

を開催するため、参加を希望する場合は、現地説明会参加申込書（様式１）を

提出すること。 

⑴ 開催日時  平成２８年４月１５日（金）※雨天決行 

受付開始 13 時 30 分～、説明開始 14 時～ 

⑵  開催場所  津市白銀環境清掃センター跡地（津市片田田中町 1383 番 

地） 

⑶ 申込期限  平成２８年４月１１日（月）17 時まで（必着） 

⑷ 申込方法  持参、郵送、ＦＡＸ及びＥ-mail とします。なお、郵送、Ｆ 

ＡＸ及びＥ-mail で申込む場合は、申込期限までに電話で申込 

先へ受理確認をすること。 

⑸ 申込先   津市環境部環境政策課環境共生担当 

〒514-8611 三重県津市西丸之内 23 番 1 号（本庁舎 3 階） 

電話番号 059-229-3212 

ＦＡＸ  059-229-3354 

Ｅ-mail  229-3139@city.tsu.lg.jp 

⑹ 申込様式  現地説明会参加申込書（様式１） 

⑺ その他 

ア 参加申込みを受付けた事業者へは、説明会当日の集合場所及び駐車場

の案内図等をＥ-mail にて案内します。 

イ 現地説明会に参加する事業者は、各自で本募集要領と別添 1-1～1-3 の

各図面を準備し、当日持参すること。 

ウ 参加者人数は、３名以内とします。 

エ 現地での説明は今回限りとし、個別での対応は行いません。 

オ 当日は、現地の見学のみとし、質疑は受付けません。質疑がある場合

は、次の「７質問の受付及び回答」に示すとおり行うこと。 

カ 見学会への参加の有無は、企画提案への参加に必要な要件ではありま

せん。 

 

７ 質問の受付及び回答 

本募集要領等に関する質疑は、次のとおり行うため、質問がある場合は、質

問書（様式 2）の提出により行うこと。 



⑴ 質問の受付 

ア 提出期限  平成２８年４月２２日（金）17 時まで（必着） 

イ 提出方法  Ｅ-mail のみとします。なお、提出後は、提出期限までに 

電話で提出先へ受理確認をすること。 

ウ 提出先   津市環境部環境政策課環境共生担当 

Ｅ-mail 229-3139@city.tsu.lg.jp 

エ 提出様式  質問書（様式２） 

⑵ 質問に対する回答 

受付けた質問及び本市からの回答については、質問者の名前は非公開と

し、平成２８年４月２７日（水）以降に、津市ホームページに登載するた

め、各自で確認すること。 

津市ホームページアドレス http://www.info.city.tsu.mie.jp/ 

 

 

８ 参加申込 

企画提案への参加を希望する場合は、次のとおり事前に企画提案参加申込

書等を提出すること。 

⑴ 提出期限  平成２８年５月１０日（火）17 時まで（必着） 

⑵ 提出方法  持参又は郵送とします。なお、郵送で提出する場合は、提出 

期限までに電話で提出先へ受理確認をすること。 

⑶ 提出先   津市環境部環境政策課環境共生担当 

〒514-8611 三重県津市西丸之内 23 番 1 号（本庁舎 3 階） 

電話番号 059-229-3212 

  



⑷ 提出書類 

名称 様式 提出部数 

企画提案参加申込書 様式３ 

正本 1 部、

副本 10 部

（副本はコ

ピー可） 

誓約書 様式４ 

メガソーラー発電事業の実績等 様式５ 

事業者の概要 任意 

法人事業報告書（直近 2 年分） 任意 

法人事業決算書（直近 2 年分） 任意 

法人登記簿謄本 ― 

完納証明書（国税（法人税、消費税及び地方

消費税）及び参加申込者所在地における市町

村税） 

― 

 

⑸ 参加資格審査 

申込を行った事業者の参加資格については、当該事業プロポーザル方式

審査委員会において、本募集要領に基づき審査し、参加資格の有無に関係

なく参加資格審査結果通知書（第 6 号様式又は第 7 号様式）により通知し

ます。 

 

 

９ 企画提案書等の提出 

参加資格を有すると通知を受けた事業者は、次のとおり企画提案書等を提出

すること。 

なお、企画提案の提出は１事業者につき１提案とし、複数提案を認めません。 

⑴  提出期限  平成２８年６月２０日（月）17 時まで（必着） 

⑵  提出方法  持参又は郵送とします。なお、郵送で提出する場合は、提出 

期限までに電話で提出先へ受理確認をすること。 

⑶  提出先   津市環境部環境政策課環境共生担当 

〒514-8611 三重県津市西丸之内 23 番 1 号（本庁舎 3 階） 

電話番号 059-229-3212 

 

 



⑷  提出書類 

名称 様式 提出部数 

企画提案書 様式６ 

正本 1 部、副

本 10 部（副

本はコピー

可） 

事業実施計画書 様式７ 

 整地工事設計図 任意 

発電設備の機器配置図を含む設備配置計

画図 

（縮尺 1/2000 程度の平面図） 

任意 

基礎等を含む発電設備（ユニット）の立面

図 
任意 

発電設備等維持管理計画書 任意 

事業実施体制等 様式８ 

事業実施費用等計画書 様式９ 

地域貢献事業に関する企画提案書 様式 10 

 

⑸ その他 

ア 企画提案書等に使用する言語は日本語、通貨は日本円、単位は日本の

標準時及び計量法によるものとします。 

イ 企画提案書等提出後の内容変更、差し替え及び再提出は認めません。 

 

10 企画提案プレゼンテーション等及び審査 

参加資格を有する事業者から提出された企画提案書等に基づいて、次のと

おりプレゼンテーション及び当該事業プロポーザル方式審査委員による当該

事業者へのヒアリングを実施します。 

⑴  プレゼンテーション及びヒアリングの実施日時等 

ア 日時  平成２８年６月２８日（火）午前 9 時からとし、１事業者の 

持ち時間については、「準備作業 5 分、プレゼンテーション 20 

分、ヒアリング 20 分、撤収作業 5 分」の 50 分間とします。 

イ 場所  津市役所本庁舎６階 ６１会議室（三重県津市西丸之内 23 番

1 号） 

ウ その他 

(ア) プレゼンテーション及びヒアリングへの参加は、各事業者２名以内と 



します。 

(イ) プレゼンテーション及びヒアリングの際に使用する資料については、 

提出済みの企画提案書等を使用することとし、追加資料は認めません。 

なお、提出済みの企画提案書等以外を使用した場合は、当該事業に係 

る企画提案への参加資格を剥奪し失格とします。 

(ウ) プレゼンテーションの際には、プロジェクターを使用した拡大映像で 

の説明も可能とします。なお、プロジェクター及びスクリーンについて 

は、本市で用意します。 

⑵ 審査方法 

当該事業プロポーザル方式審査委員会は非公開にて行い、各事業者から

の企画提案を総合的に評価及び審査のうえ、最優秀企画提案者を決定しま

す。また、参加事業者が１者であっても同様に審査を行います。なお、最優

秀企画提案者が本市の定める基準以下であった場合は、不採用とする場合

があります。 

  



⑶ 審査基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑷ 審査結果の通知及び公表  

審査結果については、書面により通知するとともに、結果の概要を津市ホ

ームページで公表します。 

なお、最優秀企画提案者を最優先事業候補者（以下「候補者」という。）

として定め、候補者以外の事業者名及び審査における点数等は公表しませ

ん。また審査結果についての質問及び異議等は受付ません。 

 

11 協定及び土地賃貸借契約の締結 

市長は、当該事業プロポーザル方式審査委員会の審査結果に基づき、候補

者と協議の上、事業実施に係る基本的事項等を定めた協定及び土地賃貸借契

№ 審査区分 評価点割合 審査項目 

1 事業者 10％ 
メガソーラー発電事業の実績 

経営状況 

2 

設備 

・ 

施工 

15％ 

発電設備の構成 

施工方法・施工体制・施工スケジュール 

市内事業者の関わり 

3 発電事業 15％ 

運営体制及びスケジュール 

市内事業者の関わり 

収支計画 

4 地域貢献 20％ 

地域活性化への取組 

環境教育への取組 

災害時における取組 

それぞれの取組により見込まれる効果 

5 総合力 10％ 

№1～2 の当該事業準備段階における評

価 

№3～4 の当該事業実施における評価 

6 貸付料 30％ 

※貸付料の点数算出計算式 

30 点（満点）×（①提案貸付料 ／②最高

額の提案貸付料）＝ ③点数（小数点第２

位を四捨五入） 



約を締結します。 

なお、協定締結時点において、次に掲げるいずれかの要件に該当した場合

は、候補者としての資格を剥奪し、当該事業プロポーザル方式審査委員会に

おいて候補者の次に評価が高かった企画提案者を候補者として定め、前項５

スケジュールに変更を及ぼさない場合に限り、候補者との協議により協定を

締結する場合があります。 

また、土地賃貸借契約締結時点において、次に掲げる⑴から⑶のいずれか

の要件に該当した場合は、協定の解除及び候補者の決定を取り消します。 

⑴ 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4 第 1 項の規定

に該当する場合。 

⑵ 次の申立てがなされている場合。 

ア 破産法第 18 条又は第 19 条の規定による破産手続開始の申立て 

イ 会社更生法第 17 条に基づく更生手続開始の申立て 

ウ 民事再生法第 21 条の規定による再生手続の申立て 

⑶ 候補者が、国税（法人税、消費税及び地方消費税）及び候補者所在地にお

ける市町村税を滞納している場合。 

⑷ 津市建設工事等指名停止基準（平成 21 年 4 月 8 日施行）による指名停止

期間中である場合。 

 

12 留意事項 

⑴  本市からの提示資料については、応募に係る検討以外の目的で使用する

ことはできません。 

⑵  企画提案書類の取扱い 

ア 提出された企画提案書等は、メガソーラー発電事業者を選考する以外

に、その提出事業者に無断で使用しません。 

イ 提出された企画提案書等は、メガソーラー発電事業者の選考に必要な

範囲に限定して複製することがあります。 

ウ 提出された企画提案の著作権は、その提出事業者に帰属するが、提出

されたすべての書類は返却しません。 

⑶ 当該事業への企画提案に関する費用は、すべて事業者の負担とします。 

⑷ 郵送や E-mail 等の通信事故について、本市は一切の責任を負いません 

⑸ 企画提案参加申込書の提出後又は企画提案書等の提出後に辞退を申し出 

た場合においても、以後の指名等について不利益な取扱いを受けるもので 



はありません。 

⑹ 当該事業に着手するに当たり、本応募要領の記載内容、企画提案書等に

記載された提案事項に対して不履行が認められた場合は、本市が指定する

期日までに、発電設備等を事業者の負担と責任において速やかに撤去する

とともに原状回復した上で本市に返還すること。  

 

13 担当窓口 

津市環境部環境政策課環境共生担当 

〒514-8611 三重県津市西丸之内 23 番 1 号（本庁舎 3 階） 

電話番号 059-229-3212 

ＦＡＸ  059-229-3354 

Ｅ-mail  229-3139@city.tsu.lg.jp 

 


